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論 文
重工業における産業別組合成立の一考察
ーイギリス鉄鋼業を中心にして一一
大 塚
?
各個人の日常的行動の観念像が，ありのままの行動，あるいは社会関係をさ
まざまな隔たりをもって表現しているように，交換取引は生産にかかわるあり
のままの関係を量的差異のなかにさまざまに表現する。この多様な質をもった
生産活動とそれにかかわる社会関係の価格表現への還元は，労働市場にかんし
ては，産業別，職業別，企業規模別そして性別の賃金格差として現実には現わ
れる。企業内賃金構造と企業外賃金構造の二つの範疇に分類されるこの量的格
差の現象は，たとえ価格表現そのものがもともとさまざまに表現されるものだ
としても，長期にわたって構造化されているばあいは，何らかのありのままの
生産活動と社会関係を内に含んでいるものだといえよう。そしてこれが主とし
て生産活動のみにかんするものであるならば，労働市場は単に熟練の程度に基
づくもの，あるいは生得的な力の差異に基づくものでしかない。すなわち，自
然や社会的行為の個別的言語表現が一定の集団内，あるいは統一された社会内
では，少なくとも事物の命名において間主観的になるように，情報収集が容易
で，労働移動が瞬時的で，固定資本の更新が，資金繰りの上でも採算の上で
も，いつでも可能であるというような完全市場の条件があれば，労働市場は単
にその時どきの労働生産性の担い手に対応したものになるだろうからである。
そこには不断に代替される熟練，半熟練，不熟練のせいぜい三階層が認められ
るにすぎないであろう。そして市場の集団的取引の主体である労働組合は，産
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業別組合，あるいは全国組合としてこの三階層の労働力の価格，労働諸条件を
交渉することであろう。しかし，慣例化した分類に従えば，先に述べたような
企業外労働市場と企業内労働市場が存在し，交渉主体の方もこれに応じて産業
別組合，職能別組合，一般組合などと，会社組合，企業別組合，職場委員会な
どの組織形態がある。資本の蓄積の不均等性，組織の論理，情報の不足など
の，社会関係が制度化していくばあいに生ずる要因が存在するゆえんである。
ところで，このような市場構造の分類とそれに一義的ではないにせよある程
度の相関をもって現われる組合組織の形態は，欧米における賃金ドリフト現象
（標準賃金率から稼得収入額が乖離すること）1)が指摘され， 先任権制度の実態2)が
明るみにだされることによって，一般論として展開可能であるという議論に支
えられるようになった。「独占段階」の労働市場と労働組合との対応がそれで
ある。しかし，以下の記述はこの一般論を全面的に検討しようとしたものでは
ない。むしろそれを念頭に置きながら， G・プラントの著作を参照して8)' ィ
ギリス鉄鋼業における労資関係と産業別組合形成の特殊性を後の研究のために
浮かびあがらせておこうとしたものである。
1)賃金ドリフトについては，神代和欣「独占段階の労働市場構造と年功制」（『日本労働
協会雑誌』 1961年3月）あるいは高橋克嘉「イギリスにおける所得政策と賃金決定構
造」（『日本労働協会雑誌」 19652, 3月）が詳しい。
2)先任権制度の問題状況は，数多くの論稿があるが，さしあたり前揚，神代論文，最近
ではデリンジャー， ヒ°オリの著作に基づく， 隅谷三喜男「日本的労使関係論の再検
討」（『日本労働協会雑誌」 1974年8, 9月）が，そして年功制度はむしろアメリカの
現象であるとする小池和男「内部昇進制と先任権」（『日本労働協会雑誌』 1975年，
199号から1976年の202~204号）を参照されたい。
3) Gerhard Brandt, Gewerkschaftliche lnteressenvertretung und Sozialer Wandel: 
Eine soziologおcheUntersuckung砒erdie Entwicklung der Gewerkschaften 
in der britおchenEisen-und Staklindustrie 1886-1917. 以下断わらないかぎ
りは，ほとんどこの著作によっている。
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(-) 
イギリス鉄鋼業の産業別組合は， 1880年代にベッセマー製鋼法を導入し，鉄
から鋼への転換をなしとげ，鋼レー）レ，鋼鉄船の建造に世界に先がけて着手
し，世界の鋼生産を一時リードしたイギリス製鋼業の部門間，部門内競争のな
かから，製鋼業の労働組合を中心にして第一次大戦の終了した 1917年（実質上
は1910年）に鉄鋼業総同盟 Ironand Steel Trades Confederation として成
立している。同じ時期のアメリカ製鋼業では錬鉄工を中心にした職能別組合が
衰退しつつあり，大企業では無組合状態が続いていたことや， ドイツでも加工
品段階の中小企業を組織した金属労働組合がありながらも，大企業では無組合
あるいは会社組合しか存在しなかったことに比せば4), 極めて注目すべき現象
であった。そしてこの成立の過程は，イギリスにおける産業別組合の成立が一
般にそうであるように，職能別組合の排他性，限界が克服されることによって
準備されたものである。したが...,てわれわれはまず，錬鉄工の職能別組合を簡
単に述べておかなければならない。
記録に残っている錬鉄工の地方組合は1840年代にまで潮ることができる 5)。
チャーチストだったジョン・ケーンが， 1842年にゲーツヘッドの製鉄業の錬鉄
工を組織したのが最初であった。しかし個人経営に特徴的なパターナリズムや
請負制度，そのうえ主従法による規制があって，労働組合として商品取引主体
になることはできなかった。労働組合らしきものが現われるのは，鉄の時代，
1862年になってからである。北部鉄工組合 NothernIron Workers Associ-
ationがそれであり， 1年後には合同軟鉄工組合 Amalgamated Malleable 
lron Worker's Associationに地方組織を包摂して改組された。 5千人の
4)第6節，結語以下をみられたい。
5)錬鉄工の職能別組合史ともいうべき以下の叙述は， G.Brandt, op. cit., I. 4. Jnstit-
ut畑 elteRegel叩 genim Ver旭ltnis吻 Unternehmern叩 dgewerkschaftlich 
organisierter Arbeiterschaftによる。
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組合員で出発したこの合同組合は， 63年， 65年のスタフォードシャー， 64年
のリー ズ， 67年のマーシー， 66年と68年の北東部の争議でトレード政策の転換
を迫られることになった。単に争議によって地方組合が崩壊したり，財政が苦
しくなったからでなく，注目すべきは，北東部争議に不熟練エが加わり 6)' パ
クーナリズムや職場の労働組織を拒み，それ故，錬鉄工の地位とその組織を脅
かしたからである。政策の転換は全国の錬鉄工を代表する組織の形成と団体交
渉制度の確立であった。 1868年に全国合同鉄工組合 NationalAmalgamated 
Association of lron Workersが成立し，スクフォードシャー，ウェールズ，
スコットランドの地方組合を合同した。そしてこの合同組合をイングランド北
部製鉄業者組合が， たとえ非公式にでも， 承認することによって， 1869年に
「イングランド北部製鉄業調停・仲裁委員会」が成立するのである7)。1876年
9 ドランド
には「中部地方賃金委員会」も創設され，交渉機関は拡大していった。労働組
合の組織力の弱い中部では，委員会は有効に機能せず89年代初頭には機能を停
止してしまったけれども，北部では35企業， 14,867人の労働者が対象に含ま
れ，争議を回避するために有効に機能することになった。協定は主としてスラ
イディング・スケールに関するものであった。
さて，団体交渉が制度化されれば組織は拡大していく。合同組合は71年には
14,000人， 73には36,000人のビークに達した。そして地域的にはさらにモンマ
ウスシャーに，業種的には薄板業にまで組織は拡大されていった。団体交渉制度
を広めるための次の課題は組織強化であった。ところが大不況が始まり，製鋼
業が拡大する。組合の弱体化と団体交渉制度の機能の喪失がもたらされるので
6) H. A. Clegg, Alan Fox and A. F. Thompson, A History of British Trade 
Unions since 1889. によれば， 1866年のストは賃金切下げに対して， 20週間の長期
にわたって続けられた。 (p.21) 
7)この委員会の機構ならびに，次の「中部地方賃金委員会」については，詳しくは H.
A. Clegg & C., op. cit., p. 21あるいは,S. & B. Webb, Industrial Democracy, 
pp. 231 ~234, 高野岩三郎監訳271~276ページを参照されたい。
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ある。スライディング・スケール協定を唯一の賃金政策とした錬鉄工の職能別
組合は，もともと組合の共済機能を拒否し， トレード・オンリーを目的とした
組合であった。仕事をトンあたりの出来高で請負い，不熟練工や助手を日給で
間接雇用していた錬鉄工や圧延工は，長時間働けば高収入を得られたから，共
済制度を設ける必要がなかった。彼らは不熟練工や助手はもちろんのこと，製
鋼業の労働者も組合や交渉機関から占め出していたs)。地方支部が財政を握
り，従って中央組織の活動は制限されざるをえなかった。不況が進展するに従
って，この地方と中央の対立，職業グループ間，職業グループ内，不熟練エと
日雇労働者の間の対立が頻繁化し，錬鉄工の合同組合は改組を再び迫られてい
く。しかしその改組は，鋼の時代にあって，もはや錬鉄工中心の熟練労働者の
排他的組合でありうるはずはなかった。 80年代後半に再編される錬鉄工を含ん
だ組合は，しかし，確かに旧職能別組合のもっていた欠陥を克服しようとはし
たが，実質的な克服はできなかった。彼らはその矛盾を新たに生成した熔鋼工
の組合によって明らかにされ，再び組織を改変するのであるが，もはや製鉄業
の組合としては存在の意義を失って吸収されていくのである。労働市場の拡大
は主として製鋼業労働者にあったからである。ところで労働市場の拡大とは，
資本の蓄積過程にほかならない。
（二）
イギリス製鋼業における資本の蓄積過程は，鋼の到来とともに，ベッセマー
転炉の導入で始まる 9)。主に鉄道レールを作るためのこの製鋼法は，しかし，
8) G. Brandt, op. cit., S. 80 u. S. 83. 
9)以下イギリス鉄鋼業の資本蓄積過程については，主として高橋哲雄「イギリス鉄鋼独
占の研究』（ミネルヴァ書房）の第1部「帝国主義成立期のイギリス鉄鋼業」，入江節
次郎『独占資本イギリスヘの道』（ミネルヴ書房） の第4章「産業の〔独占〕化の進
行」，遠藤湘吉編『帝国主義論」（下）（東京大学出版会）の第3章第2節「帝国主義
段階の産業構造」などによる。
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ドイツにおけるトーマス法の採用，アメリカにおける急速な転炉製鋼業の発展
などによって次第に市場を狭められ，その製品は主として植民地にふりむけら
れていった。 90年代以後のイギリス鉄鋼業の主要市場は，むしろ造船，機械工
業などの国内市場だったのである。ところがこれらの工業では多様な品種の鋼
加工品が必要である。それ故，質の良い鋼が必要となった。イギリス製鋼業に
おいて，塩基性鋼でなく酸性鋼が，それも転炉でなく平炉が好んで採用された
のは，パドル炉からの転換が資本コストのうえで容易だったこととも相まって，
この品質という点が重視されたためであった。第一表をみれば，ベッセマー製
鋼法でもシーメンズ・マルチン製鋼法でも酸性鋼の生産量の方がかなり多く，
ことにシーメンズ酸性平炉鋼の生産量が急速に増大していっていることが確認
できるであろう。したがって「小規模平炉経営は・・・・・・イギリス製鋼業の独自の
発展形態10)」であった。これに錬鉄企業を加えれば（第一表で1900年代に入っても
なお約100万トンを生産していることに注目），イギリス鉄鋼業全体の小規模経営の優
位は圧倒的だったといえよう。 19世紀末からイギリスでは産業株の流通市場が
できあがり，鉄鋼業でも資本市場を利用した資金の募集方法が採用されるので
第一表 イギリス鉄鋼生産量 1880~1914(千トン）
ベッセマー製鋼 シー メンズ・ ム口 計マルチン製鋼錬鉄
酸性 1塩基性 酸性げ璃性 酸性 1塩基性
総計
年
1880~ 84 2,623 1,793 
1885~ 89 1,903 2,814 
1890~ 94 1,584 1,298 339 1,407 99 2,705 438 3,143 
1895~ 99 1,184 1,278 486 2,286 210 3,564 696 4,260 
1900~1904 1,004 1,195 579 2,736 445 3,931 1,024 4,955 
1905~1909 1,044 1,200 590 3,030 1,175 4,230 1,765 5,995 
1910~1914 1,211 971 558 3,401 2,100 4,372 2,658 7,030 
（出典） B. R. Mitchell and Ph. Deane, Absrtact of British Historical Statistics, 
pp. 135-137より。
10)前掲，高橋哲雄『イギリス鉄鋼独占の研究」 27ペー ジ。
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あるが，それによって行われた資本の集中は主として消費部門との統合であっ
て，基礎資材部門を中心にした統合は希少であったといわれている。そのう
ぇ，資本市場を利用した資本の集中が，現実資本の合理化投資に大規模に向けら
れることも少なかったようである。自己金融的資本蓄積，単圧メーカーの広範
な存在などが，ィギリス鉄鋼業で特徴づけられる他の側面であった。したがっ
て，こと労働組合にとっては，ヒルファーディングが述べているように11)'
力量を発揮する条件がイギリス鉄鋼業には存在したといえるだろう。
次にイギリス製鋼業における技術革新をみてみよう。ベッセマー製鋼法にお
いては主として二次的改良が行われた。蒸気機関，起重機，送風装置，傾注装
置の導入などがそれであり， 炉の大型化はまれであった。 12)これに対して相
対的に精錬時間の短縮は困難だったといわれるシーメンズ・マルチン製鋼法で
も，さまざまな改良が加えられた。熱銑装入法HotMetal Processが採用さ
れて以来，生産期間の短縮が可能となるとともに，これに関連して，高炉と製
鋼作業との間に混銑炉が加えられ，工程の連続化が一層可能となった。 1897年
になると，ウェルマン式装入機がほとんどのシーメンズ・マルチン製鋼工場に
導入され13)生産期間はさらに短縮された。二次的改良としては起重機の導入，
熔鋼炉の加熱用ガス発生装置の導入などが行われた。
圧延部門では1870年代に二重式逆転ロールが採用されて以来，そのうえに粗
圧延，仕上圧延の工程を連続化する試みはなされなかった。ここでも二次的改
良が主なものであった。ロール・ガングや誘導装置，昇降装置の取付がそれで
あり，圧延材料の上下動に起重機が使われるようになったこと，切断機の改良
がなされ， 圧延作業中の切断が自由に行われるようになった14)。総じて圧延
部門では工程の連続化による大量生産は制限され，補助作業の機械化に技術革
11) R. ヒルファーディング『金融資本論」岡崎次郎訳（岩波文庫）（下） 153ペー ジ。
12) G. Brandt, op. cit., S. 5. 
13) G. Brandt, ibid., S. 57. 
14) G. Brandt, ibid., S. 58~60. 
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新は限定されていたといえよう。これとは別に重要なのは，水平式熱風炉が垂
直式のそれにとってかえられ，送風，加熱作業が容易になったことであった15)。
加工部門はもっと改良が遅れた。中小の単一メーカーがひしめきあっていた
ブリキ工業では，外国からの安い鋼材の流入もあって，技術革新はあまり行わ
れず，プラントによれば，両大戦間期になってもここでは平行に設置された非
逆転の二重式圧延ミルが残存していたという 16)0 
以上のように，イギリス鉄鋼業の資本蓄積過程は，シーメンズ・マルチン製
鋼業，そして鋼圧延部門において有機的構成を高めつつ行われていったが，そ
の内容は小経営優位，主要工程における大量生産方式の採用の制限，加工部門
の技術改良の遅れをともなっていた。雇用は増大していく一方で，熟練労働者
の技術的失業もそれほどドラスティックに現われることはなかったようであ
る。旧型の熟練工はたしかに新技術の担当からは排除されたとしても，そのか
わり修繕企業に雇用をみつけることができたからである17)。雇用状況につい
第二表 イギリス鉄鋼業の職業別被雇用者数(1) (人）
~, 製鋼業1製鉄業圧延業り懇キ産業特殊部門！贋誓易鍼塩 計
1907年 11,895 10,841 32,350 22,500 26,228 18,125 99,439 
1912年 12,510 9,229 33,730 29,500 31,563 18,378 105,410 
1917年 14,455 7,307 32,507 (2! 39,509 25,849 119,627 
（出典） G. Brandt, op cit, SS. 49, 407より。
(1) Report on Enployment in principle Industries, Board of Trade Labour 
Gazzette 1907, 1912, 1917, からプラントが作成したもの。
(2) この年の申告はなかった。
15) Ibid., S. 60. 
16) G. Brandt, ibi d., S. 61. なお，イギリス製鋼業において特殊な位置を占めている
シェフィールドでは，造船，機械工業ばかりでなく，兵器産業の展発に伴って，高級
鋼生産への特化が達成され，すでに述べたシーメンズ・マルチン法にかかわる改良の
外，特殊鋼の生産に適したルツボ法の改良，電動化が行われていた。
(S. Pollrd, A History of Labour in Sheffield, pp. 160~162, 224~225.) 
17) G. Brandt, ibid., S. 68. 
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ての詳しい資料は存在しない。第二表はプラントが作成したものであるが，
1907年からのものであり，そのうえ全企業を含んだものではない。ただこの表
からの判断をあえてすれば，製鉄業では雇用量の増大は不可能であったこと，
絶対数では圧延業プリキ工業に労働人口の占める割合が多かったこと，技術革
新に伴って機械工，不熟練労働者の就業者数の増大があったことなどはいうこ
とができるであろう。労働需要が増大すれば，賃金収入は上がっていく。「他の
いかなる産業よりも，それ（鉄鋼業一筆者）は，採用された不熟練工に実質的な
賃金収入の上昇への展望を与えていた18)」のである。全体としての稼得高の上
昇もあった（後表の，第三表，第五表をみよ）。出来高払が支配的に行われていた
鉄鋼業では，スライディング・スケールの採用によって労務費は常に一定率で
低くおさえられていたとはいえ，生産性の増大と長労働時間によって労働者は
収入を増大させることはできた19)。80年代に生産性がピークに達した炭鉱業
では，スライディング・スケールが労働者に不評であったが，ここでは逆であ
った20)。以上が表面的に確認できることがらである。しかしこれだけではイ
ギリス鉄鋼業の賃労働はわかりえない。内的状況を次にみていくことにしよ
う。
（三）
重工業の賃労働について一般に述べられるのは，技術革新の進展によって労
働の代替性が進み，いわゆるトレードからジョプヘの転換が行われ，それとと
もに資本による労働力の実質的包摂は，企業の工程管理，労務管理によって果
たされる。ところが旧型熟練労働者が生産の中枢になお存在しているばあい
は，企業による生産管理は不徹底にならざるをえない。そしてすでにみたよう
18) E. H. Phelps Brown, The Growth of British Industrial Relations, p. 155. 
19) H. A. Clegg & C. op. cit., p. 202. 
20) E. H. P. Brown, op. cit., p. 136. これには鉄鋼の価格変動が石炭よりは相対的に少
なかったことも原因していた。 H.A. Clegg & C. op. cit., pp. 203~4を参照。
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に， イギリス鉄鋼業では，鉄鋼の品質が重視され炉は概して小型であったか
ら，品質管理に熟練を要することになった。技術革新のあまり進展しなかった
圧延，プリキ工業ではなおさらのことであった。技術的失業に最も激しくさら
されたのは，原料運搬夫や 3級， 4級の熔鋼工，圧延工程の不熟練労働者たち
だったのである。新しく半熟練労働者が大量に創造されたけれども，彼らによ
る中心作業の代替は概して困難であった。したがっていわゆるスタッフ部門の
創造によって生産全体の管理をさせ，熟練工を単なる労務管理機能を果たすよ
うな役割にあてるという事態はそれほど現われなかった。第1次大戦後になる
まで，科学的管理法がイギリス鉄鋼業ではほとんど採用されなかった21), と
いうのも上のような事情に由来していたといえよう。では資本はどのようにし
て労働力を統轄していたのであろうか。個人経営に特徴的な主従的パターナリ
ズムはもはや不可能であった。
ウェップ夫妻が指摘し，ホプスポームが「共同搾取22)」と命名した請負制
度あるいは企業内請負制度が，イギリス鉄鋼業の支配的な労働力の統轄方式だ
ったのである。企業が請負人にトンあたりの出来高で仕事を請負わせ23), 請
負人が労働者をすぺて日給で雇うか，または出来高で 1部の熟練職人だけを雇
う形態か，あるいは企業が直接熟練労働者を雇用して，不熟練工，助手の採用
は彼らに任す（集団請負）というこの制度は，前者は主として製鉄業やベッセ
マー製鋼業あるいは薄板圧延業やプリキ工業に支配的で，後者はシーメンズ・
マルチン製鋼業で部分的に存在したといわれる24)。そして 1880年代に生成し
た二つの鉄鋼業の労働組合，「大英帝国鉄鋼労働組合」 AssociatedIron and 
Steel Workers of Great Britain (以下A.LS.W. とする）と「英国熔鋼工合
21) G. B.randt, op. cit., S. 71. 
22) E. J. Hobsbawm, Labourring Men, pp. 351 f. 鈴木幹久・永井義雄訳 274ペー
ジ以下。
23)このばあい，請負人は労働者の雇用，作業監督，賃金支払を行う。 G.Brandt, op. 
cit., S. 68. 
24) G. Brandt, ibid., S. 66~7. 
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同組合」BritishSteel Smelter's Amalgamated Association (以下B.S.S.A.
A. とする）が合同していくのは， この請負制度を廃止することによってであっ
た。廃止のイニシアチィヴが主として労働者の方にあったのがイギリスの特徴
である。ともあれ，以下ではこの二組織をそれぞれ別々にして，各労働者の賃
金，労働条件などを考察することにしよう。
まず， A.LS.W. に組織された錬鉄工，圧延工などの熟練労働者の賃率は，
スライディング・スケール協定によって定められていた。「イングランド北部
調停・仲裁委員会」と「ミドランド鉄鋼賃金委員会」が裁定の任にあたり，加
盟企業は主に製鉄関連企業であった25)。そしてこのスライディング・スケー
ルは原材料価格や生活費も考慮に入れられて，レールや棒鉄，薄板などの販売
価格の変動に対応して賃率を定めようとするものであり，たとえば製品価格が
トンあたり 1ポンド・スターリング変化したばあい，錬鉄工の賃率はトンあた
り1シリング変化するように決められた。他の労働者（圧延エ）のばあいは，基
準賃金が設定され(10シリング），それと相関させる，それ故錬鉄工の賃金が 1シ
リング変化すれば10%の賃金率の変動をこうむるように定められた26)。実際
には必ずしも自動的でなく，各委員会の裁定が何度も行われたのであるが，困
難は製品価格が地域によって異なるため，全国的な標準賃率の形成ができず，
地域的な格差が生じたことである。それ故，時にイングランド北部との格差を
縮めるためにミドランドでは，プレミアが設定されたりした27)。
ところで，労働時間はどの程度だったのだろうか。プラントによれば，ほと
んどの鉄鋼業で， 1890年代までは二交替制が採用されていたという 28)。たと
えば圧延工場では 1交替あたり12時間労働が支配的で，週労働は月曜午前6時
25) G. Brandt, ibid., S. 98. 
26) G. Brandt, ibid., S. 100. 
27) G. Brandt, ibid., SS. 103, 106. 
28) G. Brandt, ibid., S. 115. 労働時間にかんしては， s.115~118による。なお，シ
ェフィールドの製鉄業では， 12時間2交替5日制が一般的であった
(S. Pollard, op cit., p. 168)。
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に始まり，土曜4時に終るのが普通であり，平均して昼間で70時間，夜間のば
あいは60時間であり，賃金の比率は 5対6に定められていた。すなわち夜勤のば
あいは 5分の 1だけ割増が行われたのである。これに対して製鉄工場では労働
時間が不規則で，炉の作業は， 通常 2人の錬鉄工（助手が一方）が 6回の火入れ
作業をやってから交替が行われた。およそ 1交替で14時間ほどであったとい
う。週労働は， 準備が日曜の昼間行われ， 作業は夕方から， 10回の交替をし
て，土曜の午後終っていた。 80年代初め，北部イングランドでは 1交替11時間
と定められて，週労働時間は52時間あるいは53時間であった。ただ不規則，概
して長時間であったことを確認しておこう。そしてこのような長労働時間に対
しては90年代の後半になって 8時間労働運動が展開されるのであるが， A.I. 
s.w. は8時間3交替制の導入に反対であった29)。むしろ企業のイニシアチ
ィヴで部分的にこの制度が導入される。たとえば， 1903年には企業側の代表に
よる要求でウェールズ委員会（ミドランド賃金委員会の下部機関）が導入決議を行
ぃ，ウェールズの薄板圧延工場に 8時間3交替制が導入されることになった。
北部イングランドやミドランドでも企業によって実験的な導入が行われたとい
う。しかし概して 8時間労働には移行することがなかったのである。
さて， 以上のような出来高賃金， 長労働時間， そして一定の生産性の向上
（加熱技術の改良や補助作業の機械化）が， 熟練工の賃金収入を高いものにしてい
第三表製鉄業における週稼得高 (1886~1906)(シリング）
い i1886年 I 1906年 I1上886~昇190率6年
製 鉄 業 26/6 34/7 30.5彩
圧 延 業 29/9½(1) 43/0½ 44.5(2) 
lプリキ業 33/5 42 25.7 
（出典） G. Brandt, op. cit., S. 120より。
(1) 1888 (2) 1888-1906 
29) A. I. S. W. は 1901 年の組合大会で 8 時間 3 交替制の導入を否決していた。 (G~
Brandt, ibid., S. 117.) 
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た。第三表は86年が不況期で1906年が好況期という点で比較は不可能だが，圧
延業のばあいは88年の好況期をとっているので，一応稼得収入の一定の増大が
みられたというめやすにはなるだろう。好況時には労働時間を延長して出来高
収入の増大をはかったであろうから。問題はこのような稼得収入の高位維持が
請負制度によって達成されていたことにある。すなわち請負人やオーバーハン
ド（熟練エ）によるアンダーハンド（不熟練エ）の賃金収奪がおこなわれていた
のである。この請負制度は，すでにみたように，製鉄業や鉄圧延業，中部イン
グランドやウェールズの薄板圧延業によく行われていた制度であるが，とくに
支配的だった薄板業のばあいをとれば， たとえば次のような事態であった。
1890年の組合調査が明らかにしたところによると， 中部イングランドの 145台
の圧延機のうち， 113台が請負人によって運営されており， 内99台が 1台受持
の， 14台が多台受持の請負人によるものであった。残りの24台は，出来高請負
で職長が仕事をしており， 8台は日給労働者によって運転させられていた30)。
請負制度の浸透範囲の一端はうかがえるであろう。他方製鉄業のばあいは，ほ
ぽ錬鉄工が出来高の請負人であったようだ31)。そこで後掲の第六表をみてみ
よう。製鉄業とベッセマー製鋼業，そして圧延では総じて20シリング以下の収
入の労働者比率が高い。「貧困線」を割るこの収入を得ていた労働者は，製鉄
業では11.3%, ベッセマー工業では13%に達し， 30シリング以下をあわせれば，
半数の労働者がこの収入で雇用されていたことになる。以上のような低賃金雇
用は，ウェールズのプリキ工業とスクフォードシャー (A.I.S.W. の組織領域）
の資料しかないが，プラントの作成した資料に基づけば，より一層明白にな
る。第四表がそれである。この賃金プロフィルは， Aぃ A2いずれも売上利益
が基本給総額を何％か越えたばあいに（スタフォードシャーのばあいは10彩）企業
によって生産奨励金として支払われたものを含んでいるが， A1は請負制度に
よって請負人にそれが入った場合を指し， A2はミドランド賃金委員会やウェ
30) G. Brandt, ibid., S. 123. による。
31) H. A. Clegg & C., op. cit., p. 玄205.
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第四表 イギリスプリキ工業，薄板圧延業における賃金プロフィル
ブリキ工業ゥ 1906年 1910年 薄板圧延業 1903年 1910年
ェールズ
At I A2 B スタフォード A1 I A2 B シャー
圧 下 手 273 238 221 圧 下 手 340 276 297 
キャッチャー 117 115 116 
ビハインダー 100 100 100 ブレーカー・ダウン 100 100 100 
幅 測 定 工 50 50 71 
ダ ブ ラ 220 211 179 ダ プ ラ 100 100 100 
炉 前 工 207 195 167 炉 前 工 233 189 203 
バー・ドラガー 100 100 107 
切 断 工 232 188 219 切 断 工 218 177 190 
当 盤 100 100 68 
ヒ゜ ッ クラー 178 156 マ 力 75 78 
アソーター 188 178 
オープナー 89 59 
くず鉄掃除夫 50 50 45 
（出典） G. Brandt, op. cit., S. 250. 
（注） 有資格労働者の賃金を100としたもの。
ールズ委員会によって不熟練労働者にも配分されるようとり計られたばあいを
示している。プリキ工業でも，スタフォードシャーの薄板圧延業でも A1の方
が当然格差は大きい。なおBは後に1910年になって，請負制度が廃止されてか
らの協定に基づいた賃金プロフィルである。
このように請負制度は不熟練労働者の収奪機構となっていたといってよいで
あろう。したがって無資格労働者層の反発，労働意欲の減退をひきおこすことに
なった。このために各賃金委員会や企業がさまざまな方策をとる。出来高賃金の
部分的採用（北東部）や生産奨励金の配分がそれである 32)。例としてウェールズ
の賃金委員会によって決められた方式をみておこう 33)。 ここでは個々の圧延
職務ごとに標準賃率が決められ，第二圧下手の一交替あたり 7シリングからく
32) G. Brandt, op. cit., S. 124. 
33) V gl. ibid., S. 128. 
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ず鉄掃除夫の一交替あたり 3シリングの幅までが定められた。それに加えて，
売上収益が，ー交替あたりの賃金差引後，総額4ポンドを超過したばあい，売
上収益 1シリングあたり 1ペンスの計算で生産奨励金が与えられるというシス
テムがとられた。それによって請負人の収入はトンあたり 1シリングに押えら
れるようになったのである。ただし炉の受持台数を制限することはできなかっ
た。他方，部分的には北部イングランドやミドランドで企業によって，また委
員会決議に基づいて請負制度が廃止されるところもあった。こうしていわば公
式的には次第に請負制度は批判される傾向にあったといってよいであろう。し
かし実際には， 中部イングランド， ウェールズを中心に根強く残ったのであ
る。
ところで，このような請負制度に対して， A.I. s. w. の反応はどうだった
のだろうか。下部組合員からの圧力に対する執行部の対応は，徒弟制度を前提
とした論理であった。それは1900年のニース争議（請負制度をめぐる）において
執行部が行った次のようなコメントの中に端的に現われていた。「まだほんの
ちょっとしか経験を積んでない日雇労働者 (dayman)たちに一言。おまえたち
はまだ圧延機を扱ってはいないのだということを忘れるぺきではない。管理者
として指名されるときが何ごとかをなす時となるのだ。おまえたちはまだ，何
が装入され，またいかに，どの程度装入されるのかを決定することはないの
だ。……...84)」昇進規制を盾にした請負制度の維持，これが A.I. s. w. の
執行部がとった方針であった。さて，次に眼を B.S.S. A. A. に組織された
労働者の方に転じてみよう。
（四）
錬鉄工や圧延工の組織した A.I. s. w. と異なって，熔鋼工を中心とした
34)原資料は IronWorkers Journal, Octover 1900, p. 4 (G. Brandt ibid . S. 132 
より）
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B. S.S. A. A. は全国的な賃金協定やそのための制度の歴史をもたなかった。
それ故，当初は非公式の個別企業ごとの賃金協定を結んでいた。西スコットラ
ンドや北部イングランドそして南ウェールズでは， 1890年代にかけて組合と個
別企業の標準賃率をめぐる折衝が行われ，それが制度化されていく傾向にあっ
た。大不況期からそれ以後の製鋼業では，製鋼工場の規模もまちまちで，企業
によって固定資本更新時期が異なっていたから，そのうえ小規模経営が多く，
分散的であったから，雇用主団体の形成は難かしかった。しかしほぽ1900年を
境にして，西スコットランド，北部イングランドの製鋼業，ミドランドとウェ
ールズの製鋼，圧延業，そして南ウェールズのプリキ工業で，それぞれの方式
によって，標準賃金が形成されていった。西スコットランドや北東部の方式で
は，当初1880年代に，スライド式賃金表に基づいて，第一熔鋼工から第三熔鋼
工までの賃率が主導企業を基準に定められ，これが地域的に拡張されて，地域
標準賃率となった85)。 このばあい協定期限は定められず，通告期間をおいて
その都度賃率を決めていた36)。そして1905年には出来高賃金率に加えてスラ
イディング・スケール協定が行われた8'1)。 この方式はミドランドや北部イン
グランドなどでもほぽ受入れられていく。第二に南ウェールズ製鋼業の標準賃
金の形成は，上のばあいと異なって， 1899年に漸く団体交渉が成立するという
事情があり，遅れていた。しかしそれ以後は助手や鉱滓穴工，さらには圧延業
の全従業員を含んだ標準賃金形成が試みられて， 1907年には， 1899年と1900年
の標準賃金を基準にして固定賃金率が設定された88)。第三に南ウェールズプ
リキ工業のばあいには港湾の一般組合，再編されたプリキ圧延労働組合と協力
して39)' 1874年の賃金表に基づいて，プリキ製品に出来高単価をあわせた賃
35) G. Brandt, ibid., S. 217. 
36) G. Brandt, ibid., S. 213. 
37) H. A. Clegg & C., op. cit., p. 205. 
38) G. Brandt, op. cit., SS. 218~9. 
39)その過程について詳しくは， H.A. Clegg & C., op. cit., pp. 209~10をみよ。
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第一図 イギリス製鋼業・プリキ工業における賃金変動
1890 1895 
イングランド北部／
スコットランド西部製鋼業
..... —· 南ウェ•ールズ製鋼業
．．．．．．．．．．．．．．南ウェールズプリキ工業
1900 1905 1910 
（出典） G. Brandt, op. cit., S. 224. 
金率が形成され，いちはやく賃金率の安定が達成された40)。以上の方式によ
る各賃金の変動を示せば第一図のようになる。 1900年以降は団体交渉制度の確
立に伴って比較的安定性を示しているのがみられるであろう。
ところで以上のような標準賃金は実際どのように作用していたのであろう
か。ウエップ夫妻が『産業民主制41)』の中で警告しているように，最低賃率
としてでなく，最高賃率として機能することはなかっただろうか。この点プラ
ントは，標準化作用が企業ごと，職業ごと，職務ごとに異なった作用を及ぽし
たことを指摘し，主導的企業の労働条件が地方標準にならされてしまったこと
を明らかにしている。彼によれば，賃金水準はバロー (1902年1月）やワーキン
トン (1904年3月）では18ないし30彩，南ウェールズのパンテーグ (1902年7月）
では33彩，プリンボ (1899年1月）では平均して 63彩も当該地域レートを下回っ
40)なお，この方式はバーミンガム協定に基づくものであった (H.A. Clegg & C., 
Ibid.)。 バーミンガム協定とは， 1891年に金属家具製造業者連盟と労働組合が結んだ
もので，労働組合員が，価格連合加盟企業以外では働かないかわりに， 10彩の割りま
し賃金とスライディング・スケールの賃金支払に応じたもの（入江節次郎，前掲書，
225ペー ジによる）。
41) S. & B. Webb, op. cit., p. 205, 訳 238ペー ジ。
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ていた42)。協定が最低賃金率としては機能しなかったことを表わしているも
のといえよう。この差を克服する，あるいは標準化しようとする努力は，次第
に賃金水準を地域的標準に近づける。プラントは，このことを組織化された地
方（西スコットランドとイングランド北東部）と未組織地方（シェフィールド）をとっ
て，組織された企業と未組織企業との平均賃金格差が前者では15%,後者では
50%であったこと (1892年）をもって示している43)。すなわち組合勢力の強い
地方ほど，この格差は地域的に平準化する傾向にあった。以上から実際の賃金
水準は協定賃金よりも地方的には低めに平準化していたとみてよいであろう。
次に労働時間については，すでに述べたように90年代までは 2交替制がほと
んどの製鋼業で採用されていた44)。例えば， スコットランドや北部イングラ
ンドのシーメンズ・マルチン製鋼工場では，通常日曜の夕方 6時に始まって，
土曜の昼頃終る週労働時間は，平均69時間，南ウェールズの圧延業でも65時間
であった。 1902年からはプリキ工業で 8時間 3交替制が行われ，その他南ウェ
ールズやミドランド製鋼業で実験的に導入されることはあっても， 8時間労働
運動の高揚にもかかわらず， 8時間 3交替制は組合内の熟練労働者，企業の反
対にあってなかなか実現されなかった。北部イングランドで協定によって導入
されたのは1912年， 全国協定は1919年になってからであった45)。 したがって
イギリス製鋼業においては長労働時間が支配的であったといえよう。
製鋼業では相対的に生産性の増大は他をぬきんでていたから，以上のような
出来高賃率の決定，長労働時間は稼得高の高水準ないし上昇をもたらす。ただ
し，製鋼業では協定による賃率は，労働組合によって，生産性の上昇率を上回
42) G. Brandt, op. cit., S. 221. 
43) Ibid. 
44) G. Brandt, ibid., S. 233, 以下労働時間にかんしては s.233~236による。
45) G. Brandt, ibid◆, s. 236. なお，シェフィールドではやはり 2交替制がとられてい
た。ただ夜勤は14時間から12時間に短縮され，昼間は10~11時間だったようである
(S. Pollard, op. cit., pp. 168, 227.)。
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第五表製鋼業における週稼得高 (1886~1906)(シリング）
~ ご」 1886(1888/9) 1906 1886 (1888/9) ~1906 
製 鉄 業 26/6 34/7 30.5形
S-M製鋼業出来高 58/4 71/2 22.0 
同，全就業労働者 32/1 52/5 63.4 
ベッセマー製鋼業 28/- 40/5 44.4 
鋼 圧 延 業 28/10% 43/0½ 46.2 
ブ リ キ 業 22/5 32/1 43.1 
（出典） G. Brandt, op. cit., S. 239より。
らないように引下げに応じられていたから46), その限りでの生産性の上昇の
分前が入っていたのだということを注意しておこう。プラントは生産性上昇に
よる稼得高の増加率を，職業間，企業間で異なっていたとはしながらも， 1890
年から1914年の間では20彩（プリキ工業）から100彩以上（製鋼業）であったとし
ている 47)。 この稼得収入の増大は， 製鉄業のばあいに述べたように不充分な
資料でしかないが，第五表からもある程度はうかがえるであろう。技術革新の
最も激しかったシーメンズ・マルチン製鋼業のばあいが，絶対額においても，
そして全就労者においては上昇率 (63.4形）の点においても最も稼得高は高かっ
た。そのうえ第三表の製鉄業に比して，業種別格差にはいちじるしいものがあ
る。 1906年のプリキ工業とシーメンズ・マルチン製鋼業の格差は130形近い。こ
れは造船業，機械工業の発展に支えられて平炉法中心に資本蓄積が行われたの
であるから当然のことではあった。しかし問題はここでも，技術革新によって
生産性増大と労働需要の全般的増大の恩恵にあずかった階層である。すでに述
べたように，技術的失業によってより下層に転落したのは，主として不熟練工
ゃ，あるいは半熟練工たちであった。したがって技術的改良が進んだところほど
階層間の格差は広まる。いわば中間層が少なくなる。第六表をみよう。シーメン
46) G. Brandt, ibid., S. 228. 
47) G. Brandt, ibid., S. 232. 
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第六表 イギリス鉄鋼業における職業別賃金格差 (1906年）
·~ 甕竺120s以下 20s~30s J 3os~40s 40s~SOs 50s~60s 
； 製 鉄 業 11.5 31. 9 28.0 15.6 6.6 
ベッセマー製鋼業 13.0 40.1 26.2 9.9 3.3 
S-M製 鋼 業 2. 7 19.5 29.7 10.6 1. 0 
圧 延 業 7.0 27.8 27.4 12.7 7.4 
イングランド北部 6. 7 25.0 25.4 15.2 13.2 
ヨークシャー (1) 7.7 36.3 27.5 10.5 8.8 
ミドランド・ウェー ルズ 5.9 25.8 28.5 14.4 8.0 
スコットランド 9.0 27.8 26.9 9.2 8.0 
プ リ キ 業 4.8 20.8 18.7 24.9 17.8 
·~ 徊s~70sI 10s~BOs I sos以上 1週平均収入1農間層更
： 
： 
製 鉄 業 3.1 1.1 1.4 34/7 32/4 
ベッセマー製鋼業 3.6 1.5 2.4 36/1 29/3 
S-M 製 鋼 業 6.2 4.9 15.4 52/3 39/4 
圧 延 業 5.9 2.9 8.9 43/- 35/7 
イングランド北部 4.8 1.8 7.5 42/9 37/1 
ヨークシャー (1) 4.3 1. 6 3.3 36/7 32/2 
ミドランド・ウェー ルズ 5.4 3.0 9.0 44/6 36/5 
スコットランド 4.7 3.2 1. 2 45/5 34/11 
ブ リ キ 業 8.5 4.5 42/0 42/0 
（出典） G. Brandt, op. cit. S. 243より。
(1) クリー ヴランドを除く。
ズ・マルチン製鋼業のばあいは， 80シリング以上と20シリングから40シリング
の間に就業労働人口が集中している。いわば「ひょうたん型」の賃金構造とな
っていて，これは圧延業でもヨークシャーを除いて，より不明瞭ではあるがみ
られる。他方製鉄やベッセマー製鋼業そしてプリキのばあいは， 20シリング以
下を除けばほぽヒ゜ラミッド型である。
ところで以上のように，製鋼業の賃金において中間層が排除されて，下層に
沈み，上層との賃金の開きが大きくなれば，下層クラスの賃上げ要求，とりわ
け請負制度の廃止による低賃金の改善の要求がでてくるのはかなり確かなもの
となるだろう。工場内賃金構造をみる前に，それ故，賃金支払形態とその是正
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の過程を述べることにしよう。製鋼業では，請負制度は主に旧ベッセマー製鋼
業や圧延業で支配的に行われ，シーメンズ・マルチン製鋼業では，シェフィー
ルドを除いて請負人を介在させる制度はなく， 補助作業（ガス発生装置の運転，
運搬，鉱滓穴作業など）を除いてはみられなかった48)。むしろ広範にみられたの
は，その修正形態，親方請負制度と熟練職人による助手の雇用であった。親方
請負制度のばあいは，主として炉の操作にかんして存在したもので，第一熔鋼
エ(SamplePasserあるいは Probennehmer)が総貨幣収入から熟練工，不熟練
工に賃金を支払うものであった49)。他方後者にかんしては，鉱炉，鉱滓穴，
ガス発生装置，さらには圧延業の加熱炉，粗・仕上圧延の職場にあったもので，
各職長あるいは出来高労働者（第1~第3熔鋼工，湯出しエ，鉱石処理工，圧延職場
の職長）によってそれぞれ助手が日給で雇用されていた60)。これに補助作業に
おける請負人の介在をあわせると，かなり複雑な請負が制度化されていたとい
えよう。上のように類型化はしてみたが，実際には工場ごと，職業ごとに異な
った生産過程で多様な現われ方をしていたのであろう。以上のような請負制度
を，技術革新が労働組織を変革していくことによって不熟練労働者を増大さ
せ，次第にフェイス・ツー・フェイスのパターナリズムの介在を許さなくなる
ともに，変革しようという要求が現われてくる。というのは，これは推測に
すぎないが， ウェップが明らかにした原料運搬夫から第一熔鋼工にのぽり
つめる昇進ルート 51) (先任権に従って各階梯に欠員があったばあいのみ）は，すで
に述べたように中間段階にある層に対して最も技術革新の及ぽす影響が大き
かったことによって，かなりの変更を迫られたと思われるからであり，同時に
他方で，工場内昇進Jレートヘの要求が組合の昇進規制62)に対してより頻繁に
提示されるようになったと思われるからである。各種請負制度が存在している
48) G. Brandt, ibid., S. 244. シェフィー ルドについては,S. Pollard, op. cit., pp. 165 
~166, p. 231をみよ。
49) G. Brandt, ibid., S. 245. 
50) Ibid. 
51) S. & B. Webb, op. cit., p. 493, 訳596ページ H.A. Clegg & C., op. cit., pp. 206. 
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ばあいは，いずれにせよ企業による形式合理的な昇進システムの設定は不可能
であり，統一のとれない昇進機構とならざるをえない。これもまた請負制度の
廃止への動因の一つとなったであろう。そして決定的だったのは，組合を組織
した熔鋼工が日給雇用の経験を経ていたことである 68)。
こうして，いくつか述べた要因が合わさって， B.S.S. A Aは請負制度を
徐々に解消していく。 80年代末には書記長ジョン・ホッジの影響によって54),
スコットランドの製鋼会社は請負人制度をとりやめていた。そのうえ組合は原
料倉庫やガス発生装置，鉱滓穴などの職場の請負廃止にも努力していった。 89
年には炉の受持基数が 4基以下のばあいにのみ親方請負制を許す決議をした
55)。90年代末までには，第 1熔鋼工から第3熔鋼工によって雇用された第4
級の労働者は，大製鋼企業のばあいは，賃金支払事務所 Lohnbiiroから賃金
を支払われること，その際，出来高給が採用された56)。鉱滓穴工， ガスエ，
熔鋼工助手に至るまで，この出来高給は広まり，さらに南ウェールズや中部イ
52)この昇進規制は， 「何人も本職業においては1年以内には2等労働者として， 又3年
以内には1等労働者として働くことを許さず」（『英国熔鋼工合同組合会則及び規則J
S. & B. Webb, op. cit., p. 494, 訳597より）というものであった。昇進年限をみる
と，たとえば機械工のばあいは5年から 7年で徒弟修業を終え，それから一人前の労
働者として賃金を受取るという過程を経たから，またこの期にはいわゆる新型熟練工
の出現によって 3年で修業を終えるものがでてきたとはいえ，熔鋼工のこの年限は，
それほど長いものではない。これでは事実上の入職，昇進規制にはならず， したがっ
て機械工以上に鉄銅業の労働組合が昇進にはむしろ寛容になっていたと判断できるで
あろう。（機械工の徒弟制度については，さしあたり栗田健『イギリス労働組合史論』
（未来社） 69~71ページを参照。） なお，シェフィールドでは14オで雇用されて21オ
で正当な賃金が支払われていた。 (S.Pollard, op. cit., p. 241.)ただ，ここでは昇進
が「えこひいき」で行われていたという事情もあって，昇進をめぐる対立はより激し
かったようだ。これと関連して，ボラードはシェフィールドにおける製鋼業の工場内
賃金格差を6対4対3の割合であったとしている (Ibid.,pp. 165~166)。
53) H. A. Clegg & C., op. cit., p. 205. 
54) G. D. H. Cole, A Short History of the British Working-Class Movement 
1789~1947, 林健太郎他訳（岩波現代叢書） I. 184ペー ジ。
55) G. Brandt, op. cit. S. 245. 
56) Ibid., S. 246. 
188 
重工業における産業別組合成立の一考察（大塚） 257 
第七表 イギリス製鋼業における賃金プロフィル
製 鋼 業 一A B 鋼圧延業 ~A 1914B 年
第 1 熔鋼工 250 200 圧 下 手 200 
第 2 熔鋼工 150 150 粗 圧 下 手 125 169 
第 3 熔鋼工 100 100 バックローラー 100 100 
ノ‘． ラ 100 87.5 
原料運搬夫 79 コーチャー 61 
湯 出 し 工 75 175 ボ ラ 150 133.5 
助 手 助 手 100 100 
鉱石処理工 75 175 切 断 工 75 100 
助 手 60 
ヒ° ッ トマン 125 150 
助 手 100 
起重機操作手 機械操作手 50 
ガ ス 工 50 50 ガ ス 工 50 
棒鋼積込夫 46 
（出典） G. Brandt, op. cit., S. 250. 
（注） 有資格労働者の賃金を100としたもの。
ングランドの製鋼業，鋼圧延業そしてプリキ工業に至るまで広まっていった。
婦人や若年層をも含めて能率給が浸透していったのである 57)。
そこで最後になったが賃金プロフィルをみてみよう。第七表がそれである。
先の第四表と比較してみて，相対的に格差は小さいことがわかるであろう。殊
に1914年には不熟練エと半熟練工，そして熟練工の格差がほぽ，それぞれ 1対
2となるよう配慮されていることがみれる。鋼圧延のばあいは，技術革新があ
まり進展しなかったためか，各層の格差がまだ単純化されてはいない。製鋼業
で湯出し工や鉱石処理工の賃金水準が急昇しているのは，恐らく鉱滓の二次利
用がこの時期に進んだためと思われる。いずれにせよ請負制度の漸次的廃止に
よって，第一熔鋼工の賃金水準が下がったことは注目してよいであろう。
われわれは以上のような結果をもたらした事態がすべて組合の政策によって
57) Ibid., S. 247. 
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もたらされたのだとはにわかに判定できないが，一方では技術革新，労働需要
の増大が主として熟練労働者の稼得賃金上昇に反映し，長労働時間ということ
と相まって，彼らにも能率向上という点からの不熟練工の刺激を考慮させたこ
と，昇進や技術的失業に基因する不満を吸収する必要があったこと，などが組
合の政策を展開するに容易な条件をつくったとしても，他方で新組合のもつ不
熟練工への寛容性，また90年代のいわゆる新組合主義の影響などによる組合政
策の変化などが大きく請負制度の廃止と関連していたというべきであろう。こ
のような論旨から，次に両組合の組織形態，政策がとりあげられねばならない。
（五）
すでに日で述べたように，鉄工業における職能別組合の歴史は，鉄から鋼ヘ
の転換に伴ってまた大不況を経るなかで，その戦能別組合としての限界一錬鉄
工中心の熟練労働者のみの労働市場維持策の不可能性ーを露呈し， いわゆる
「無資格」労働者や製鋼業労働者にまで門戸を開放する必要に迫られていた。
1887年に再編された「大英帝国鋼鉄労働組合」 (A. I. S. W.)は， したがって，
鉄鋼業の全国的組織化と全階層組織化によって，労働者の全層の利益を代表す
ることを公にしていた58)。再編時 3千人だった組合員は， 1890年代には 8千
人そしてそれ以後は 5千から 6千人を維持し， 1910年以後は 1万人以上を組織
することになったのである 59)。そして1910年に低迷から一挙に急成長してい
るのは，全階層というたてまえが，請負制度の廃止によって実質化され，アン
ダーハンドが大量に組織されたことによっていた。
中央，支部双方とも，主な活動家は請負人や親方職人たちであったこの組合
は60),旧識能別組合の伝統に依存していた。共済制度は89年に埋葬基金， 1909
58) G. Brandt, ibid., 86~7. 
59) G. Brandt, ibid., S. 153. 
60) H. A. Clegg;::_& C.,:op. cit., p. 204, G. Brandt, ibid., SS. 137こ140.
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年に災害手当， 12年に国民保険との関連で失業手当を設けることにはなったも
のの81), やはり 「トレード・オンリイ」を政策の中心に据えたことには変わ
りはなかった。労資協調の交渉機関を維持し，争議を少なくし，スライディン
グ・スケールによって出来高単価を決めることが組合の中心的作業であった。
長時間労働によって高収入を得，請負制度が存在するから，不熟練層を組合レ
ベル，労働組織レベルで統制できれば，彼らの地位は制度的に安定を保証され
ていたい。「全階層」はいわば，不熟練工に門戸を開くことによって彼らに対
する統制をより厳しくすることであった。そしてこの不熟練労働者に対する規
制が弱かったところ，他の一般組合（主として B.ティレットの港湾の一般組合）が
組織をのばしたミドランドで，政策目的と実際との乖離は最も明白な形で現わ
れていった。 1900年のニース争議，そしてニューポートでは， Losagt Com-
panyが開始した薄板業で，当初請負制度が会社によって廃止されていたのに
もかかわらず，ウェールズ委員会を通じて再度請負が導入され，不熟練エが港
湾の一般組合に加入して争議となる事態が生じた。 1902年にはウェールズ委員
会が，すでに国でみたような奨励金を設定するのだが，これも請負人に無視さ
れることが多かった83)。A.I. S. W. はこのような不熟練工に対して， 何ら対
策をたてられなかった。彼らの要求を受入れることは（たとえば Lohnbii.roの設
置）多様な形の請負制度， それを支える労働組織を変更することであったのだ
からい。組合人が6千人でとまり，組織化が低迷していたのは以上の理由に
よる。そして目的と実際の矛盾は，最終的には，同じ産業の競合組織ーB.S. 
s. A. A. 一の発展の過程でハワーデン・プリッジ争議へと集約されていくので
ある。
61) G. Brandt, ibid., S. 145. 
62) H. A. Clegg & C., op. cit., p. 203. 
63)以上の経過については H.A. Clegg & C., ibid. p. 446, G. Brandt, op. cit., S. 
129による。
64) G. Brandt, ibid., S. 130. 
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他方， 1886年に創設された「英国熔鋼工合同組合」 (B.S.S. A. A.)は，当初
300人であった組合員が， 90年代には 3千人， 1900年に 1万人， 1911年には 2
万人， 1913年3万人，そして1916年には 4万人に達するという急膨張をとげて
いった65)。西スコットランドの熔鋼工の職能別組合として出発しながら，請
負制度の下での日給労働者daymanの経験をもつ熔鋼工66)は，はじめから旧
型の職能別組織のあり方に否定的であった。そのうえに労働需要の増大と技術
革新の波が押しよせ，この組織は全国に，全階層に広められていく。地域的拡
大は最も早く，イングランド北東部，南ウェールズの製鋼業は80年代末には組
織範囲であった。 90年代に入ると鋼圧延などの関連業種へ，さらに90年代初頭
のマッキンレー関税の影響で崩壊したウェールズの「錫板工組合」にかわっ
て，プリキ工業の労働者を組織化した。そして1912年には職能別組合「機械・
起重機工組合」 Engineand Craneman's Society と合同して新型熟練工を
組織し拡大の一途をたどる 6'1)。階層的には， 89年に 1基以上の炉を受持つよ
うな組長の地位にある請負人が組合から排除され68)'90年代以降になると，
ガス工や原料運搬夫にまで門戸が開かれるとともに，プリキ工業では不熟練の
青年，婦人層までが組織化されていった。ただし集団請負のばあいにみられた
ような請負制度への廃止は，職長レベルの反対があって困難で，その結果，助
手層の加入は拒まれはしなかったが，その層が積極的な組織対象となったのは
1911年になってからであった89)。以上のような全産業，全階層への組織拡大
によって1912年には "OneIndustry, One Union"の要求が自覚的に掲げら
れるのである'10)。
組織拡大は組合機能の変更を伴う。地方組織から全国組合に成長していく過
65) G. Brandt, ibid., S. 276. 
66) H. A. Clegg & C. op. cit., p. 205. 
67)以上は G.Brandt, op. cit., S. 190~191による。
68) G. Brandt, ibid., S. 192. 
69) G. Brandt, ibid., S. 193. 
70) Ibid .
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程は，まず地域の主導的企業との労賃，労働条件の交渉，労働組合の承認をカ
でせまり，それを全地域に広めていくという戦略に基づいて展開されていった
から'11)'一連の長期にわたる組合承認闘争となって現われた。そしてこの闘争
が交渉の慣行化を生みだす1900年頃までに，組合費の50彩以上は争議資金にあ
てられていたm。しかし1900年を境に各地でジョイント・ボードが成立して，
交渉のパイプができあがるとともに，共済機能が次第に重視されてくる。すな
わち90年代に停止されていた熔鋼工の職能別組織のもっていた共済制度（失業
手当，災害手当，埋葬資金，炉修繕費給付）が復活し， そのうえ老齢手当， 疾病扶
助，結婚手当一婦人労働者にーなどが加えられていった。そして共済制度の拡
充を図るため，法律制定の方法をとり， T.U.C.への加入，労働党成立の努力
を積み重ねる'18)。こうして B.S.S. A. A. は， 1912年に国民保険の「認可組
合」になることによって，旧来のスローガン「第一に労働組合として，第二に
友愛組合として心」を，新しい機能をもとに，「第一に国家的社会保険の補助
機関として，そして第2に友愛組合として」というように変えていったのであ
る'16)。「福祉国家」の維持機関化という事態を労働組合の全国組織が担うこと
によって，より一層の組織拡大が展開されていったことはいうまでもない。
さて，すでに示唆しておいたように， B.S.S. A. A. は全国， 全階層に組織
を広めていくとともに，請負制度廃止のキャンペーンを展開したから，これは
早晩 A.I. s. w. との競合，労働者の利益代表をめぐる衝突になることは必須
71)これは第1波，スコットランドと北部イングランド製鋼業，第2波ミドランド製鋼
業，圧延業，第3波南ウェールズ製鋼業，第4波南ウェールズプリキ工業と展開され
た。 G.Brandt, ibid., SS. 202~3, 217~9. 
72)なお労働組合費は， 2階級に分けて払い込まれ，週稼得高が35シリング以上の者は週
1シリング，それ以下の者は週6ペンスと定められていた。 G.Brandt, ibid., S. 206 
73)以上については， G.Brandt, ibid., S. 198~200による。
74) G. Brandt, ibid., S. 194. 
75) G. Brandt, ibid., S. 199. なお，帝国主義段階になって社会政策によって労働組合が
社会制度化する問題状況については， 拙稿， 「第一次大戦前におけるイギリス社会政
策成立の政治・経済的背最」（『三田学会雑誌」 66巻5号）の第3章を参照されたい。
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であった。ニューポー•卜における港湾の一般組合とA.LS.W. の親方請負人と
の争議は，ウェールズ委員会との協定で一応決着がついたが，生産奨励金の配
分をめぐってオーバーハンドとアンダーハンドの対立は解消されなかった。そ
してスクフォードシャーにおいてついに A.r. s. w. とB.s. s. A. A. の対立
が生ずる。スクフォードシャーはもともとB.S.S. A. A. の組織範囲ではなか
ったが，請負制度に反感をもった不熟練エが，港湾の一般組合への失望もあっ
て， 1909年になってニューポートの不熟練エと同時に， B. S.S. A. A. に加
入しはじめたのである78)。すなわち，当地の主要薄板企業 JohnSummers 
& Sonsには，「スクフォードシャー圧延プロセス」で働く， A. I. s. w. に
組織された労働者によって占められた工場と， 「ウェールズ圧延プロセス」で
働く B.S.S. A. A. に組織された労働者のいる工場とが並存していた。そし
てA.I. s. w. の請負人に雇用されていた約100人のアンダーハンドが1909年
に B.s. s. A. A. の支部を結成するのである。これに対して請負人から脅迫
と強要が加えられ， 11月になって B.S.S. A. A. は請負制度廃止と企業によ
る雇用，賃金支払を求めて通告を企業に提出する77)。当初企業側は消極的だ
ったが，ストが続行する過程で， 1910年2月に企業の方はホッジの組合の要求
を受入れて，出来高給の一般化をはかることになったのであった。つまり請負
人は企業から占めだされることになった。しかしこれに対抗して A.I. s. w. 
は T.U. C. の議会委員会に問題をもち込み，争議は続いていく。結局，商務
省（アスキス）と「スチール・インゴット製造業者連盟」の介入によって， 政
府と双方の組合の間で妥協が1910年11月成立して，この争議は終結した。そし
てこの 1年にわたる抗争の結果は，協定により A.I. s. w. の組織範囲は脅
かされずにすんだが，そのかわり請負制度が廃止され，それは不熟練工の出来
高給による賃金支払，企業による直接的支払，雇用期間，雇用条件にかかわる
76) G. Brandt, ibid., S. 253, 以下ハワーデン・プリッジの争議についてはプラントの同
ペー ジと， S.351~59, H. A. Clegg & C. op. cit., pp. 446~8による。
77) G. Brandt, ibid., S. 352. 
194 
重工業における産業別組合成立の一考察（大塚） 263 
問題の直接的申立てなどを結果的に保証していくことになったのである。
こうしてA.I. s. w. はハワーデン・ブリッジ争議を通じて「全階層」を実
現することを迫られ，請負制度を政策として公に撤廃することになった。そし
てそのことはもはや B.S.S. A. A. と競合すること，旧来のトレード・オン
リーの政策を展開することの意義を失わせてしまった。ハワーデン・プリッジ
争議は，こうして鉄鋼業の労働組合が産業別組合へと合同する大きな契機とな
ったのである78)。1915年の第一次大戦中に準備が始められた産業別組織結成
の動きは， 1917年に「鉄鋼業総同盟」へと結実していった79)。
（六）結語
イギリス鉄鋼業における産業別組合の成立は，前近代的な請負制度を，労働
者内部の対立を通して熔鋼工を中心とした組合が克服していくことによって促
がされた。もちろん企業側の，殊に製鋼業のそれに対する肯定的対応もあった
ことは銘記されるべきであろう。しかし製鉄・製鋼・圧延の一貫経営を行う企
業数は少なく， ドイツのような石炭まで自己調達する大混合企業は多くなかっ
た。したがって各工程の連続化を達成することも少なかったイギリス鉄鋼業
は，こと労働力の統轄においては，全体として間接雇用の方式に依存することを
経済合理的と判定したのであった。そこに労働組合が請負制度を廃止して組織
を積極的に広めていく余地があった。他方，このような横断的機構の形成をも
って，労働市場も横断的であったとは速断はできない。イギリス鉄鋼業は，重工
業段階の資本蓄積が一般にそうであるように，固定資本の更新を一挙にではな
く，きわめて不均衡に，分散的に行った。それ故大企業と中小企業が混在して
78) G. Brandt, ibid., S, 385. 
79) S. & B. Webb, The History of Trade Unionism 1666-1920, 飯田鼎・高橋
洸訳（日本労働協会）（下） 557ページ。
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いるシェフィールドやso),急激な合理化，合併などが行われた大企業では労働
市場の分断化が達成され，労働組合組織の力の及ばないところもあった。 H.
A. クレッグたちが明らかにしているところによれば，石炭とステールを統合
した大工場ーDowlais,Ebbw Vale, Tredegar, Cyfartha, Blaenavonなど
の一では， 1890年に企業のイニシアチィヴでスライチィング・スケールが採用
され，職人が企業内で養成されて，労働組合は「会社組合」として組織されて
いた。「南ウェールズ，モンマウスシャー合同鉄鋼労働者機械工連盟」 Amal-
gamated Association of Iron and Steel Workers and Engineerers of 
South Wales and Monmouthshireがそれである81)。1900年代までには
エプ・ヴェールやキャメル・レアドなどには熔鋼工の組織化の手が伸びるので
あるが，総じて資本の集中，集積を急速に達成した企業には労働組合組織化の
力は弱かったとみれるであろう。そしてこの好例はアメリカであり，またドイ
ツであった。殊にアメリカ鉄鋼業は周知のようにu.s. スチールを中心にした
巨大製鋼業が20世紀の転換期に成立したから，これが組合組織に及ぼす影響は
極めて大きかった82)。
熔鉱炉の改良，混銑炉の導入，連続式圧延法の採用などの急激な技術革新を
展開したアメリカの鉄鋼業の独占的大企業は，急速な労働代替性の進展，技能
80)ヴィッカーズ，キャメル・レアド，プラウンなどの兵器産業の大企業が一方でひしめき
あい，他方で多様な金属工業の中小企業が混在しているシェフィールドでは，労働移
動の激しさ，階層間対立，賓本家間の競争などが労働組合組織の生成を困難にしてい
た。 A.I. S. W. の支部は90年代末に弱体化してしまい， B.S.S. A. A. の組織化は
20世紀に入ってからであり， 1914年1こなって漸く千人に達していた。 (S.Pollard, 
op. cid., pp. 171 ~2, p. 233) しかも， B. S.S. A. A. は1914年に「シェフィール
ド機械製造業者連盟」との協定で，機械工と同じ労働条件に従わざるをえなくなった
(lb絋， p.238)。
81) H. A. Clegg & C. op. cit., p. 210. 
82)以下，アメリカの製鋼業における産業別組合の成立史にかんしては，神代和欣『アメ
リカ産業民主制の研究』（東京大学出版会）補論第2章「独占の成立と賃労鋤」，同氏
「アメリカにおける『企業別組合』の形成と崩攘」（『季刊労働法』 27号）による。詳
しくはこれらを参照されたい。
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序列に従った職務群の形成，昇進）レートの設定などを実現して労働市場の縦断
化を達成することになった。科学的管理法が採用され厳しい能率向上が図られ
るとともに，生産工程の連続化を阻害するようなことのないよう労務管理が周
到に展開された。それ故，錬鉄工の職能別組合が衰退したあと，アメリカ鉄鋼
業ではしばらく無組合状態が続くのである。厳しい反組合政策と他方における
企業内福利政策の展開，温情的労資関係の形成は，外部から組織が介入する余
地を与えなかった。これが変化していくのは第一次大戦後の自主的運動への対
策として，「会社組合」が形成されてからのことであり， この組織が「企業別
組合」から産業別組織へと転回を遂げるのはニュー・ディール期になってから
のことであった。すなわち全国産業復興法による労働組合の公的承認に基づい
て， C.I. 0. が形成され，この産業別組合のナショナルセンターの影響によっ
て，「会社組合」を公に承認して「企業別組合」の形成を促がした巨大製鋼企
業が， C.I. 0. に加盟した企業別組合を交渉団体として認めざるをえなくなっ
てからのことであった。アメリカの産業別全国組織の形成はしたがって，ニュ
ー・ディールという特殊な条件の下においてはじて可能であったのである。ア
メリカの例では，いかに独占的大企業の組合規制力が大きかったかが映しださ
れるのである。
恐らくドイツ鉄鋼業ではイギリスのばあいと，アメリカのばあいの中間とも
いうべき産業別組合成立の過程をたどったと思われる。いずれ詳しく述べたい
と思っているが，さしあたり全体的枠組だけを述べておこう。 1904年に「製鋼
連合」が成立しているように，ライン・ウェストファーレンを中心としてドイ
ツ製鋼業は巨大な独占的発展を遂げる。トーマス製鋼法の普及と改良がそれを
可能にするのだが，基礎工程の一貫生産体制が形成され，製鉄，製鋼，圧延の
連続化の試みが，アメリカほどではなかったにせよ，やはり急速に行われてい
ったことは注目されてよい。従って労働代替性の進展，職務の細分化，昇進）レ
ートの設定，勤続と賃金の相関が現われてくる 83)。そのうえ，企業は職業紹介
所を自ら開設して労働力を確保し，ブラック・リストの作成によって労働組合
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を排除する一方で，福利施設の充実をはかって "Herrim Hause"に表現され
る「温情的労使関係」を形成する84)。労働市場の縦断化とそれに伴った労働組
合の排除は， ドイツの独占的大製鋼業（あるいはドイツ製鋼業といってもよいだろ
う）でも明白にみられる現象であった。 ところがドイツではアメリカと異なっ
て1890年の社会主義鎮圧法撤廃以後，社会民主党と自由労働組合の急成長とい
う政治的条件が加わっていた。ライン・ウェストファーレンを中心にした製鋼
業の大企業における無組合状態は，社会民主党の発展と自由労働組合ー就中，
自由労働組合の中で唯一産業別組合の形成を目標とした金属労働者組合
Metalarbeiter Verband85)ー の発展に規定されて，自主的労働運動の形成に
83)我国におけるドイツ重工業における労資関係の研究は，労働運動史に比して相対的に
少ない。いずれ実証を果たしたいと思っているが，当面この点を示唆してくれるもの
に，大野英二『ドイツ資本主義論』（未来社）第2部第1章「ベルリン機械工業にお
ける労働関係」がある。事例としてレーヴェ社がとりあげられ，請負制度の廃止とエ
湯内請負制への移行が指摘されるとともに，熟練養成，勤続・年齢との相関などが明
らかにされている。特に本文との関連でいえば，ャイデルスの指摘している，ライン
・ウエストファーレン鉄鋼業における親方請負制がすでに1850年代に消滅したこと，
それが残存しているのは主として加工部門であること (267~8ペー ジ， 271~2ペー
ジ）に注目しておきたい。なお， ローテ・エルデの圧延工場では17職務群への職種の
細分化が達成され，工場内賃金格差が勤続に基づいて形成されていることも指摘され
ている。 (264ペー ジ）
84)金属産業における雇用主の職業紹介所が活発に機能するのは， 90年代末になってから
であるが，それは主として対労働組合の闘争手段としてであった。労働証明書がプラッ
ク・リストの作成とともに発行され，例えばハンプルグーアルトナ雇用主連盟は20万
人の身分証明書を発行していたという。 KlausSaul, Staat, Int加strie,Arbeiter-
hewegung im Kaiserreich 1903-1914, SS. 84-85 なお，紹介所やブラック•リス
トのより詳しい説明には，同書I.2. をみよ重工業大企業のパターナリズムについて
は， HedwigWachenheim, Die deutsche Arheiterhewe即 ng1844 h心1914,
s. 297による。
85) H. Wachenheim, ibid., S. 290だが実際には90万人以上の金属労働者のうち， 1900
年には10%ほど，それも 13熟練工を組織したのみで，不熟練工には手が回らなかった
(H. Wangenheim, ibid., S. 297参照）なお， G.A. Ritter, Die Arheiterhewe即咽
im Wilhelmin応ch威 Reich,S. 117 ~8をみよ。
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対応せざるをえなかった。 1905年のルール炭坑争議のあと，クルップを中心に
して「会社組合」が形成されていくのはこのためである。第一次大戦前には金
属工業だけで 7千人もの労働者を組織したといわれる86)この「会社組合」の
発展のため，金属労働者組合はその組織範囲をほとんど完成品，加工品段階の
中・小企業に制限されざるをえなかった87)。 ドイツ製鋼業で産業別組合が形
成されるのは，第一次大戦後のドイツ革命の最中， 1918年，製鋼業を中心にし
た企業家団体と自由労働組合が協定を結んで， 「会社組合」運動を停止するこ
とが保証されてからのことであった89)。
以上のようにドイツ，アメリカの産業別組合形成の歴史は，特殊な政治的情
況のもとにそれが形成されているということを教えてくれる。逆にいえば，資
本主義の平常な発展，すくなくとも重工業が基軸産業となって以降の発展で
は，その生成は極めて困難にならざるをえないだろう。そればかりでなく，ぃ
ったん産業別組合が成立しても，その機能が，重工業における大企業の再編成
とともに，形式化し，新たな現象，賃金ドリフトや先任権制度にかかわる諸問
題の出現をもたらしていることは周知のことに属する。「独占段階」の一般理
論が論じられるゆえんである。そこで最後にこの一般論を，後の研究のために
簡単に素描して稿を終えることにしたい。
それによると，独占段階以後鉄鋼業や他の重工業では大量生産方式が採用さ
れ，生産工程の連続化が達成される。それは職種を職務群という形に細分化
し，各職務の規格化を達成する。他方で，この工程の連続化，職務の細分化は
各企業ごとに異ならざるをえないから，企業ごとに各企業独自の職務が形成さ
86) K. Saul, op. cit., S. 154 . 
87)このことについては，先の Wachenheimの引用個所の外， H.J. Varain, Freie 
Gewerkschaften, S. 24, -G. A. Ritter, op. cit., S.・117をみよ。 • 
89) K. Saul, op. cit. S. 187. ワイマール期の運動はより情緒的な「経済共同体」として
再編されるが。
90)以下の論旨はほとんど小池和男『日本の賃金交渉』（東京大学出版会），『賃金』（ダイ
アモンド社）によっている。
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れることになる。そうだとすれば，企業側としては，当該職務を遂行できる労
働力を既存の市場で獲得するには費用と訓練費が要ることになり，それ故，企
業内でその時どきの生活水準を前提とした最低供給価格で基準賃率を定めてお
いて，同一昇進ルートにのせて労働力を養成した方が安あがりである。こうし
て動続に従った昇進，賃金体系，長期雇用などが出現する。他方，工程の連続
化が労働意欲の喪失を伴うから，さまざまな能率給が実施され，加えて企業との
一体感の促進がはかられる。能率給だけでは観念的存在としての人間に労働意
欲をもたせられないからである。そのうえ雇用の長期化が達成されれば，企業
にとっては長期的な能率向上をはかるという問題がでてくる。フリンジ・ベネ
フィット（付加的給付）や他の福利施設の拡充，パクーナリズムの展開がこうし
て必要とされるのである。そしてこのために横断的労働組合は，企業の一体性
を阻害するものとして厳しく排除される。さらに賃金にかんしては，雇用の長
期化とともに，必ずしもリジットに労働給付に応じたものである必要がなくな
り，年功的になる。企業内労働市場が形成されるのである。そこではたとえ交
渉組織が生まれたとしても， さしあたりは， 「会社組合」か「企業別組合」に
すぎなくなる。
一般論はほぼ以上のような論旨であると思われる。重工業独占体の成立と株
式会社形態の普及によって，一方では雇用主集団が相対的に強大となり労働組
合の力量は弱められること，他方では配当政策上，資本の計算合理性が極度
に高められることは，すでにヒルファーディングが指摘したところであった
が91), より生産レベルにまで論じられたものだといえよう。そしてこの仮説
によってわが国や外国との比較研究が実り豊かになってきていることも否めな
い。ところでこの一般論に対して今まで提出された有力な批判は，ほぼ2つあ
ったと思われる。ひとつは「独占段階」という段階設定の点でありu_>,もう
ひとつは労資対抗の視点からのものである93)。前者については，経済原論が
91) R. ヒルファー ディング，前掲書， 162,166ペー ジ
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教えるように，一般に固定資本の更新時は利潤率の低下を回復するために，企
業はあらゅる手段をもって資本の回転を促進しようとするだろうから，生産期
間の短縮化を阻害するような事態は，固定資本が巨大化する重工業においては
なおさら，排除されるという点からの論及は可能だろう。すなわち，独占体が
成立せずとも，重工業ではある程度の工程の連続化が達成されれば，労働市場
の縦断性はみられるといえよう。この節の最初にみたように，独占的行動が明
示的に顕現しなかったイギリス鉄鋼業でも，労働力の企業内養成，「会社組合」
の形成は大企業で現われたのだから。
さて第二に，労資対抗の論点をふまえたうえで， 「年功賃金」や職務給を，
さらに賃金ドリフトや先任権にみられる現象を，大企業の支配，差別化政策と
みる視点であるが，その際重要なことは，より積極的に，必ずしも労働給付と
賃金が相応しなくても，企業としては総労務費さえ一定に保てれば経済合理的
なのだという論点を押しだしたことにある。この論点は請負制度という労働力
統轄方式を企業が克服せざるをえなくなったとき，企業がつきあたる問題への
接近可能性をより鮮やかに与えてくれる。というのは，すでにみたように，不熟
練工の熟練労働者の労働組合による規則を，企業による支配の代行とするので
あるから。そしてこの主張がまた，方法的に年功制度を説明するうえで果たし
た役割も大きい。独占体とのかかわりは，この社会学的な企業行動の位置づけ
によって，かかる行動を経済的により容易にするという側面から展開されるべ
92)高橋克嘉氏の一連の論文「イギリス賃労働の歴史的展開に関する覚え書」「イギリス
の独占形成期における労働市場構造への一視角」（いずれも『一橋論叢」 46巻3号，
49巻 1号所収）をさす。特に後者においては請負制度の問題をとりあげ，その崩壊の
過程をたどるべきこと，資本類型と対応させて賃労働類型を考察すべきことが指摘さ
れている点，重要な指摘だと思われる。 なお「イギリス労働組合運動史の若干の論
点」（『フェビアン研究」 16巻3号， 6号）では，イギリスの研究史をサーヴェイしな
がら，資本類型との対応を強調されている。
93)代表的なものだけをあげておけば，岸本英太郎緬「労働組合の機能と組織』（ミネル
ヴァ書房）の特に第1章と第2章。より整理されたものとしては，熊沢誠「労働経済
学からみた産業内労使関係」（『日本労働協会雑誌J1967年100号）がある。
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きであろう。そして国家組織をも含めて独占的大企業組織の社会学的な行動分
析がより論理的に精緻化したとき，恐らく今まで述べた一般論は，少なくとも
現代の労資関係へ接近するばあいのより豊富な分析枠組として提示されること
になるであろう。だがこの論理をここですすめることは，今の私には手にあま
る事柄である。当面，歴史⇔仮説の検討を繰り返してみる中で徐々に考えてい
くことにしたい。
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